
予算決算及び会計令（昭和二十二年四月三十日勅令第百六十五号） 

 

（各省各庁の長が定める一般競争参加者の資格）  

第七十二条  各省各庁の長又はその委任を受けた職員は、必要があるときは、工事、製造、

物件の買入れその他についての契約の種類ごとに、その金額等に応じ、工事、製造又は販

売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び経営の状況に関する事項につ

いて一般競争に参加する者に必要な資格を定めることができる。  

２  各省各庁の長又はその委任を受けた職員は、前項の規定により資格を定めた場合にお

いては、その定めるところにより、定期に又は随時に、一般競争に参加しようとする者の

申請をまって、その者が当該資格を有するかどうかを審査しなければならない。  

３  各省各庁の長又はその委任を受けた職員は、第一項の資格を有する者の名簿を作成す

るものとする。  

４  各省各庁の長又はその委任を受けた職員は、第一項の規定により一般競争に参加する

者に必要な資格を定めたときは、その基本となるべき事項並びに第二項に規定する申請の

時期及び方法等について公示しなければならない。 

 

（契約担当官等が定める一般競争参加者の資格）  

第七十三条  契約担当官等は、一般競争に付そうとする場合において、契約の性質又は目

的により、当該競争を適正かつ合理的に行なうため特に必要があると認めるときは、各省

各庁の長の定めるところにより、前条第一項の資格を有する者につき、さらに当該競争に

参加する者に必要な資格を定め、その資格を有する者により当該競争を行なわせることが

できる。 

 

  （指名競争参加者の資格）  

第九十五条  各省各庁の長又はその委任を受けた職員は、工事、製造、物件の買入れその

他についての契約の種類ごとに、その金額等に応じ、第七十二条第一項に規定する事項に

ついて、指名競争に参加する者に必要な資格を定めなければならない。  

２  第七十二条第二項及び第三項の規定は、各省各庁の長又はその委任を受けた職員が前

項の規定により資格を定めた場合に準用する。  

３  前項の場合において、第一項の資格が第七十二条第一項の資格と同一である等のため、

前項において準用する同条第二項及び第三項の規定による資格の審査及び名簿の作成を要

しないと認められるときは、当該資格の審査及び名簿の作成は、行なわず、同条第二項及

び第三項の規定による資格の審査及び名簿の作成をもつて代えるものとする。  

４  各省各庁の長又はその委任を受けた職員は、年間の契約の件数が僅少であることその

他特別の事情がある契約担当官等に係る指名競争については、当該競争に参加する者に必

要な資格及びその審査に関し第一項及び第二項に定めるところと異なる定めをし、又は当



該競争に参加する資格を有する者の名簿を作成しないことができる。 

 

地方自治法施行令 

（昭和二十二年五月三日政令第十六号） 

 

第百六十七条の五  普通地方公共団体の長は、前条に定めるもののほか、必要があるとき

は、一般競争入札に参加する者に必要な資格として、あらかじめ、契約の種類及び金額に

応じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況

を要件とする資格を定めることができる。  

２  普通地方公共団体の長は、前項の規定により一般競争入札に参加する者に必要な資格

を定めたときは、これを公示しなければならない。 

 

第百六十七条の五の二  普通地方公共団体の長は、一般競争入札により契約を締結しよう

とする場合において、契約の性質又は目的により、当該入札を適正かつ合理的に行うため

特に必要があると認めるときは、前条第一項の資格を有する者につき、更に、当該入札に

参加する者の事業所の所在地又はその者の当該契約に係る工事等についての経験若しくは

技術的適性の有無等に関する必要な資格を定め、当該資格を有する者により当該入札を行

わせることができる。 

 

第百六十七条の十一  第百六十七条の四の規定は、指名競争入札の参加者の資格について

これを準用する。  

２  普通地方公共団体の長は、前項に定めるもののほか、指名競争入札に参加する者に必

要な資格として、工事又は製造の請負、物件の買入れその他当該普通地方公共団体の長が

定める契約について、あらかじめ、契約の種類及び金額に応じ、第百六十七条の五第一項

に規定する事項を要件とする資格を定めなければならない。  

３  第百六十七条の五第二項の規定は、前項の場合にこれを準用する。 


